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FS研究 
（目的）2011年の台風12号による豪雨発生時の那智川流域における土砂動態の実態をデータ解析、

現地観測および数値シミュレーションによって明らかにする。さらに、マルチスケールの流域土砂

動態を把握するための数値シミュレーションモデルの開発を行う。 
（目標）那智川流域において、TDRを用いた浮遊砂及び河床変動の観測を実施する。また、申請グル

ープの研究者によって開発されている流域土砂動態モデルSiMHiSと土石流モデルMorpho2DHの統

合のため、各モデルの改良を行う。 
一般研究 
（目的）2011年の台風12号による豪雨発生時およびその後の那智川流域における土砂動態の実態を

データ解析、現地観測によって明らかにする。また、様々な時空間スケールの土砂動態を解析するマ

ルチスケール流域土砂動態モデルを開発し、土石流渓流からの生産土砂量を土石流による渓床や渓

岸の浸食現象により評価可能とする。さらに、マルチスケール流域土砂動態モデルを那智川流域に

適用し、時間的・空間的に動的な土砂災害対策を提案する。 
（目標）那智川流域において、TDRを用いた浮遊砂及び河床変動の観測を実施する。申請グループの

研究者によって開発されている流域土砂動態モデルSiMHiSと土石流モデルMorpho2DHを統合する

ための各モデルの改良を進める。また、改良したモデルを連動したマルチスケール流域土砂動態モ

デルを開発し、2011年台風12号通過時に那智川流域で発生した土砂流出現象を対象に数値シミュレ

ーションを行うとともに、解析結果を用いて動的な土砂災害対策を提案する。 
 



 

⑥研究成果 
（具体的にかつ明確に記入下さい。4ページ程度。） 

【FSスタートの場合は、FS研究と一般研究を別立てで記入してください】 
FS研究 
那智川流域の土砂動態の実態の把握とマルチスケ

ール流域土砂動態モデルの開発のための各モデルの

改良に関する研究を進めた。FS研究でで得られた成

果をまとめると以下のようである。 
FS研究実施年度において、規模の大きな出水が無

く、那智川ではまだ十分なデータが取得されていな

いため、宮田がこれまで行った観測データを解析す

ることでTDRの計測下限について検討した。イタリ

ア北部のSolda流域で2019年5~8月にTDRおよび採水

サンプルで計測した浮遊砂濃度（それぞれCTDR、C
sampleとする）を検討に用いた。Solda流域は夏期に

氷河が融解することで土砂流出が発生している。ま

た、降雨時には非常に激しい土砂流出が観測される。

TDRでは10分間隔で河川水中の土砂濃度を計測し

た。もう一方の採水サンプルは、毎日午前１時に自

動採水器により採取されたものを実験室で炉乾燥し

て土砂濃度を求めた。採水時刻のCTDRとCsampleを
ペアとすると、観測期間中に48組のセットが得られ

た。解析に用いたCsampleは0.0091～0.23 %（＝0.24
～6.0 g/L）であった。ここではCsampleを浮遊砂濃度

の真値に近似したものとして扱い、CTDRがどの程度

Csampleに近いかを調べた。CTDRとCsampleのペア4
8組についてCsampleの大きい順から5組ずつ解析対

象を増やし、それぞれについて統計指標を計算した。

したがって、10のデータセットについて統計指標を求めたことになる。統計指標としては、決定係

数（R2）、Nash-Sutcliffe efficiency（NSE）、CTDR/Csampleの平均（µ）、CTDR/Csampleの標準偏

差（SD）、CTDR/Csampleのばらつき（P50、P90）を用いた。各データセットのCsampleの最小値C
minとこれら統計指標値からTDRによる計測下限値を検討した。 
 解析結果を図-1に示す。NSEは1に近いほど適合度が高いことを示す指標であるが、いずれのデー

タセットでも負の値となった。それ以外の統計指標値では、Cminが高いほどTDRによる計測の精度

が高くなることを示した。すなわち、高濃度ほどTDRが浮遊砂濃度計測に適することが現地観測デ

ータからも示された。ここで、R2>0.6、 0.8<μ<1.2、 SD<1.0、 P50&P90<2.0を基準とすると、Cm
in≥0.05%（=1.3 g/L）であった。さらに厳しい基準（R2>0.65、 0.8<μ<1.2、 SD<0.5、 P50<1.2 & 
P90<2.0）を適用する場合、Cmin≥0.077%（=2.0 g/L）となり、TDRによる浮遊砂計測の下限はC=0.
077%であることが定量的に示された。この時のCTDR/Csampleの標準偏差はSD<0.5であった。TDR
による濃度計測の誤差が95%確率で±0.077%（±2.0 g/L）の範囲であることを示す。この誤差は一

般的な濁度計に比べると非常に大きいが、他の研究者によって報告されている掃流砂の計測誤差と

同程度である。浮遊砂濃度が0.077%を超えるのは大規模な出水がほとんどであり、掃流砂の計測誤

差と同程度であっても土砂災害対策を検討する上で十分な精度で観測可能であることは大きな意

味を持つといえる。 

 
図-1 解析対象データの濃度最小値 Cmin と各統計
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これにより、次年度以降の那智川流域で観測デー

タが得られれば、高濃度の浮遊砂量のリアルタイム

観測が可能となり、出水中の流砂・河床変動特性を

考慮した砂防政策の立案に大きく貢献できると考

えられる。 
平成23年の台風12号による豪雨によって、那智川

流域では多くの土石流が発生した。初年度である令

和2年度は、那智川流域で発生した土石流の中でも

比較的規模の大きい土石流であった金山谷川の土

石流の数値シミュレーションを実施するとともに、

地盤内の水の飽和度の違いが土石流の流動特性に

与える影響について検討した。 
地盤の標高データは、国土地理院の5mDEMを用

いた。数値シミュレーションは、地盤内の水の飽和

度を変化させた3つの条件で実施した。Case1は地盤

内の間隙が水で飽和している条件とした。Case2は
地盤内の水の飽和度を50%とし、空間的に一様な飽

和度とした。Case3は地盤内の水の平均飽和度を5
0%とし、解析格子上流端で25%、解析格子下流端で

75%となるように、流下方向に沿って線形的に飽和

度を変化させ、水の飽和度の空間的な変化を考慮し

た。なお、Morpho2DHとSiMHiSを連動して計算す

る場合、水の飽和度の時空間的な変化の値は、SiM
HiSから与えられることとなる。 
図-2にCase1による土石流の深さの時空間的な変

化を示す。土石流は時間とともに発達し、発生から

約550秒で那智川に到達している。計算された土石

流の平均速度は約4.5m/sであり、比較的速度が遅

い。これは、平均河床勾配が約12度と比較的緩やか

であることが一つの理由である。土石流の流速が遅

いことを考慮すると、小規模な砂防ダムやワイヤネ

ットを複数設置するような対策でも対応可能であ

ることがわかる。また、土石流発生から下流域に到

達するまでに比較的時間があるため、土石流センサ

ーを設置することにより、土石流発生後に近くの安

全な場所や建物の高階に避難することも可能であ

る。図-3にCase3による土石流の深さの時空間的な

変化を示す。Case1と比較すると土石流の速度が遅

くなっているとともに、特に上流域で土石流の発達

が抑制されていることがわかる。 
以上の結果より、地盤内の水の飽和度が土石流の

規模や速度に大きく影響を与えることが明らかとなった。これは、土石流発生時の地盤内の水の飽

和度の把握が重要であることを示唆するものであり、SiMHiSとの連携によって土石流による土砂

流出量の予測精度が大きく向上することが期待されるものである。 

図-2 流動深さの時空間変化（飽和度 100%） 

図-3 流動深さの時空間変化（飽和度 50%） 



 

一般研究 
一般研究では、FS研究に引き続いて、那智

川流域の土砂動態の実態の把握を行った。ま

た、マルチスケール流域土砂動態モデルの開

発を進めるとともに、開発したモデルを用い

て動的土砂災害対策に関する研究を進めた。

一般研究でで得られた成果をまとめると以下

のようである。 
那智川流域での土砂流出観測 
高濃度の浮遊砂流の濃度の観測が期待でき

るTDRを利用した浮遊砂観測システムを那智

川左支川の内の川流砂観測施設に導入した。

また、濃度を観測することにより、TDRが水中

と土中のどちらに存在するのかが分かるため、

出水中の河床変動の観測も可能となると考えら

れる。そこで、出水中の河床変動を計測するた

め、TDRセンサーを那智川の源道橋地点に設置

した。上に述べたTDRを利用した河川での浮遊

砂濃度計測手法は、水（比誘電率≒80）中の砂粒

子（比誘電率≒3）の存在比を比誘電率計測結果

から推定するものであり、高濃度の計測に適す

ることがわかっている。また実験室スケールで

は浮遊砂の粒径にかかわらず、高濃度を精度よ

く計測できることが明らかにされている。した

がって現地観測では低濃度（通常出水での浮遊

砂濃度）には濁度計、大規模出水時の高濃度には

TDRによる計測とそれぞれの特徴を活かした組

み合わせが有効と考えられる。内の川地点は砂

防堰堤の水通し部側岸にセンサーを設置し、土

砂濃度観測を実施した。TDRセンサーは堤体の

影響をなるべく受けないよう、堰堤表面から約5
cm離して取りつけた。また出水中の損傷を考慮

してステンレス製の保護カバーをかぶせた。源

道橋地点は土石流が発生した金山谷川と本流の合流点直上流にあたる。TDRセンサーを現河床付近

で鉛直方向に護岸に取り付けた。比誘電率の変化から、河床の上昇量を計測することができる。ま

たロッドが全て河床に埋没したときには、河床の空隙率（＝1-土砂濃度）を求めることができる。

源道橋地点では、河床変動を支障なく観測できるようにセンサーの保護カバーは用いなかった。セ

ンサーは全て設置時の河床より上に位置しており、出水中には河川水の土砂濃度計測が期待でき

る。 
TDRセンサーによる土砂濃度計測はセンサーが完全に水没する必要があるが、内の川地点では2

022年度に土砂濃度を正確に計測できるほど水位が上昇しなかった。源道橋地点における2022年度

の出水期の観測結果を図-4に示す。現地でのデータ回収、メンテナンス作業時もセンサーが露出し

ていることを確認しており、観測開始以降、顕著な河床上昇が起こっていないことを確認している。

したがって、ここで計測された比誘電率の変化は河川水の土砂濃度変化を反映している。日雨量が

 
図-4 源道橋における土砂濃度観測結果 
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図-5 那智川流域全体におけるに斜面崩壊の判定結果．

Pattern 1 は疑似安全率が 1.05 以上の斜面（崩壊

なし），Pattern 2, 3 は疑似安全率が 0.95~1.05 の範

囲にあり，Pattern 4 は 0.95 未満となる斜面であ

る．a, b は土石流初期条件に寄与すると考えられ

る表面流水深が a: 0 より大きく 1.4 dm 以上（dm: 
粒径）b:1.4 dm未満となる斜面である．Patten 3 は

表面流が 0，すなわち不飽和状態の斜面を示す． 



 

50 mmを超えるようなイベント時には河

川水位が十分に上昇し、土砂濃度が計測で

きたと考えられる。一部、センサー全てが

水没していないデータが含まれる可能性

もあるが、出水にともなって土砂濃度は最

大約9.2%に上昇した。この計測結果を

利用することにより、年間での浮遊砂

流出量の把握につながる。また、流域土砂

動態シミュレーションの検証データとし

ての利用も考えられる。 
SiMHiSの斜面崩壊計算結果を入力値とし

た土石流シミュレーション 
降雨条件は平成23年台風12号通過時の

解析雨量を用いた。本研究では、従来のよ

うに斜面崩壊で発生した土砂量を河道に

供給するのではなく、まず斜面崩壊の判定

までの計算を実行し、その結果をMorpho2
DHに受け渡すことで、土石流の計算を実

行する。 
得られた斜面要素の崩壊判定結果を図-

5に示す。ここでは計算期間中の疑似的な安全率と、水分状態に応じて斜面崩壊の形態を分類して

表示している。Pattern 2と4はいずれも飽和に近い状態で疑似安全率が低下した斜面であるが、Patt
ern 2では相対的に安全率が大きく(0.95以上)崩壊の臨界状態にある斜面である。これを踏まえ、Pa
ttern 2となった斜面では、次の土石流計算では上端部の境界条件に低濃度の水を、Pattern 4 では土

砂を高濃度で含む流体を与えるものとした。不飽和で崩壊が発生するPattern 3となる斜面は、後述

の土石流計算の対象領域内には存在しなかった。 
土石流の始点位置は各斜面要素の重心の位置とした。計算ケースは、地形条件の異なる3ケース

を設定した。Case1は国土地理院、国土基盤地図情報のDEMを用いたものである。元の測量データ

がH23災害の前後いずれに得られたものかは不明であるが、災害後に建設された堰堤は地形に反映

されていないことを確認している。Case2は国土交通省より提供を受けたLiDAR観測データを用い

たものであり、堰堤状の構造物が部分的に反映されている。Case3ではCase2と同様の条件を用いる

が、各谷の出口付近に新規に高さ10mの堰堤を設置したものである。なお、後述するように、Case
3では谷出口に新規に設置した堰堤が土石流として流出した土砂を全て捕捉するが、SiMHiSでは谷

から生産された土砂が谷の流水によって浸食されて徐々に本川に流入する計算となっている。つま

り、Case1は災害発生前の堰堤が無い地形条件で土石流として土砂が急激に本川に流れ込む状態、C
ase2は堰堤が一部建設された地形条件で土石流として土砂が急激に谷を流下して一部の土砂が堰

堤に捕捉される状態、Case3がピーク流量後の流量の少ない期間に徐々に本川に土砂が流出する状

態を想定している。Case1とCase2では、土石流シミュレーションによって得られた地形変化量を、

降雨ピーク時（T=76[h]）に本川の単位河道に与えることで、土石流による土砂供給を考慮した土砂

動態シミュレーションを実行した。各斜面要素の斜面崩壊発生タイミングや河道部に到達するタイ

ミングは厳密には異なるが、簡単のためここでは同一タイミングで土砂供給が生じるものとした。

また、土砂供給量は単位斜面毎に積算し、隣接する単位河道に与えた。なお、土砂供給量が負の場

合には、対応する単位河道を供給量に見合った深さで浸食させるものとした。Case3は、前述の通

り、ピーク流量後の流量の少ない期間に徐々に本川に土砂を供給した。 

図-6 単位河道 i=27 における(a)降雨強度，(b)流量，(c) 河床

変動量，(d)初期河床位を基準とした水位の計算結果．

矢印は土石流を発生させたタイミングを示す． 



 

図-6に降雨強度、単位河道i=27地点における流量、河床変動量、水位（初期河床位を基準）の時

間変化を示す。ここでは、土石流による支川から本川への土砂の供給を考慮せず、河床の土砂のみ

が移動するケースとしてCase0を設定した。いずれのケースでも土石流発生時刻であるT=76[h]まで

は差異がないが、T=76[h]の時点で、土石流による土砂供給が発生し、Case1では河床位・水位とも

に1.5m程度瞬間的に上昇していることが分かる。また、谷出口に新規に堰堤を設置したCase3では

このような河床位・水位の上昇が発生しておらず、堰堤による急激な土砂の本川への流入抑制効果

が発揮されたことが分かる。また、現況の堰堤を含む地形を用いたCase2ではCase1とCase3の中間

的な結果であり、既に一定程度の河床位・水位の急激な上昇を低減する効果が期待できる状態にあ

るといえる。一方、ピーク流量時から2時間後（計算開始から78時間後）の河床位を見ると、Case1
やCase2よりもCase3の方が高いことがわかる。これは、Case1やCase2では、本川に大量の土砂が流

入した時間帯は本川の流量が多いため、流入した土砂が下流に流れやすいが、Case3は流量が減少

し、本川の流砂量が少なくなってからも支川から土砂が本川に流入するため、本川下流に土砂があ

まり運ばれず、土砂が支川流入地点周辺に残るためである。これら結果は、例えば、土石流として

の支川からの急激な土砂供給が発生しても本川の河積が十分にあり、急激な土砂供給による水位上

昇が氾濫を発生させないのであれば、全ての土砂を堰堤などで捕捉するのではなく、一部を本川に

流入させる方が対象地点の長期的な河床上昇を抑制できることを示している。また、堰堤の建設に

よって急激な土砂供給による水位上昇を抑制したCase3の場合、本川の長期的な河床上昇を抑制す

るためには、堰堤に堆積した土砂を堰堤下流に置土するのではなく、流域外に搬出する必要がある

ことを示している。 
以上のように、土石流モデルMorpho2DHと流域土砂動態モデルSiMHiSを連動した解析を行うこ

とにより、土石流渓流からの生産土砂量を土石流による渓床や渓岸の浸食現象により評価可能とな

った。これにより、土石流渓流からの生産土砂量を合理的に評価できるとともに、砂防堰堤などの

土砂流出をコントロールする施設の河道条件に応じた設置場所やタイミングなどを検討すること

が可能となった。 
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 出水中の流砂量の観測は、土砂災害対策を考える上で貴重な基礎データを提供する。この度の技術

研究開発で浮遊砂については、低濃度から高濃度までの浮遊砂の観測が可能となった。しかし、掃流

砂については、ハイドロフォン等では流砂量が多い場での観測が困難であり、新たな観測方法の開発

が必要と考えている。 
 流域全体の土砂動態の把握については、本技術研究開発で開発したマルチスケール流域土砂動態モ

デルによって、土石流渓流からの生産土砂量を合理的に評価できるとともに、砂防堰堤などの土砂流

出をコントロールする施設の河道条件に応じた設置場所やタイミングなどを検討することが可能と

なった。しかし、現モデルは予測計算及び再現計算は可能であるが、リアルタイムでの計算（特に流

域内で複数の土石流が発生する条件）は不可能である。そのため、並列計算用に計算プログラムを改

良するなどによって、より短時間で計算結果が得られるとともに、リアルタイムハザードマップなど

への応用も可能となる。また、単位河道として評価されている渓流・河川については、狭窄部や砂防

ダムなど、土砂流出に強く影響を与えるサブグリッドスケールの地形や現象を十分評価できていな

い。これらを計算速度が遅くならない程度の簡易なモデルで評価することにより、より高精度に土砂

動態を評価できると考えられる。 

⑪研究成果の河川砂防行政への反映 
（本技術研究開発で得られた研究成果の実務への反映等、砂防政策の質の向上への貢献について具体的かつ明確に記入

下さい。） 

本技術研究開発で開発したTDRによる浮遊砂濃度観測方法によって、広い濃度範囲での浮遊砂の観

測が可能となった。これまでの浮遊砂観測では、濁度計が使われることが多かった。しかし、濁度計

は高濃度の浮遊砂の観測精度が悪いことに加え、採水などによる直接採取した浮遊砂濃度を用いたキ

ャリブレーションが必須であった。しかし、TDRによる浮遊砂濃度の観測にはキャリブレーションが

不要であり、非常に容易に浮遊砂濃度の観測が可能となっただけでなく、出水中や出水ごとの流砂の

質の変化についてもキャリブレーション無しで対応できるため、より正確に浮遊砂現象を把握できる

ようになった。これにより、流域からの土砂流出量の正確な把握や土砂マネジメント方法の検討など、

様々な場面で砂防政策の質の向上に貢献できると考えている。 
本技術研究開発で開発したマルチスケール流域土砂動態モデルを用いた解析を行うことによって、

土石流渓流からの生産土砂量を土石流による渓床や渓岸の浸食現象により評価可能となった。これに

より、土石流渓流からの生産土砂量を合理的に評価することが可能となった。また、流域スケールや

渓流スケールなど、マルチ時空間スケールで流域土砂動態を解析することが可能となったため、土石

流・泥流・掃流砂・浮遊砂などの様々な流砂形態による土砂流出や土砂・洪水氾濫のような土砂流出

現象についても評価可能となった。これにより、砂防堰堤などの土砂流出をコントロールする施設の

河道条件に応じた設置場所やタイミング等の検討など、様々な場面で砂防政策の質の向上に貢献でき

ると考えている。 
 

 


